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公布された規則のあらまし

◇現業職員の給与に関する規則等の一部改正について

１ 規則の改正理由

現業職員の給与について、職員の給与に関する条例の適用を受ける職員と同様の改定を行う。

２ 規則の概要

(１) 現業職員の給与に関する規則の一部改正

給料月額を1.8パーセント引き下げる。

(２) 現業職員の給与に関する規則等の一部を改正する規則の一部改正

給料表の切替えに伴う経過措置の廃止に伴う経過措置による給料の額についても、(１)と同様に引き下げ

る。

(３) 施行期日は、平成25年１月１日とする。

◇鳥取県石綿健康被害防止条例施行規則の一部改正について

１ 規則の改正理由

鳥取県石綿健康被害防止条例の一部が改正され、解体等工事を施工する者に石綿含有材料等の有無に関す

る事前調査の結果の記録の保存が義務付けられたこと等に伴い、事前調査の方法を定める等所要の改正を行

う。

２ 規則の概要

(１) 石綿含有材料等の有無に関する事前調査は、次のとおり行うものとする。

ア 建築士等の石綿に関し一定の知見を有する者が目視又は設計図書等の確認により行い、これらの方法に

より石綿含有材料等の有無が明らかでないときは、材料等の分析によること。

イ 調査の方法等一定の事項を記録簿等に記録し、当該記録簿等を調査の終了の日から５年間保存するこ

と。

ウ イの記録簿等は、解体等工事を施工している間、解体等工事の場所に備え付けること。

(２) 石綿粉じん排出等作業の実施の届出の対象となる工事は、次のとおりとする。

ア 石綿成形板に係る石綿粉じん排出等作業であって、当該作業に係る部分の床面積の合計が10平方メート

ルを超え、かつ、当該作業により撤去する石綿成形板の面積の合計が10平方メートルを超えるもの

イ 石綿セメント管に係る石綿粉じん排出等作業であって、当該作業により撤去する石綿セメント管の延長

が10メートルを超えるもの

(３) その他所要の規定の整備を行う。

(４) 施行期日は、平成25年１月１日とする。

◇養ほう振興法施行細則の一部改正について

１ 規則の改正理由

養ほう振興法及び養ほう振興法施行規則の一部改正に伴い、同法に基づく届出書等について所要の改正を行

う。

２ 規則の概要

(１) 蜜蜂の飼育届、転飼許可申請書等の様式を改める。

(２) 職員が養蜂業者に対して立入検査をする場合に携帯する身分を示す証明書の様式について定める。

(３) その他所要の規定の整備を行う。

(４) 施行期日は、平成25年１月１日とする。

平成24年12月28日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第121号
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規 則

現業職員の給与に関する規則等の一部を改正する規則をここに公布する。

平成24年12月28日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第73号

現業職員の給与に関する規則等の一部を改正する規則

（現業職員の給与に関する規則の一部改正）

第１条 現業職員の給与に関する規則（昭和32年鳥取県規則第46号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係）

略 略

備考 この表に定める給料月額に1,000分の960を乗 備考 この表に定める給料月額に1,000分の978を乗

じて得た額（その額に50円未満の端数が生じたと じて得た額（その額に50円未満の端数が生じたと

きはこれを切り捨て、50円以上100円未満の端数 きはこれを切り捨て、50円以上100円未満の端数

が生じたときはこれを100円に切り上げるものと が生じたときはこれを100円に切り上げるものと

する。）を給料月額とする。 する。）を給料月額とする。

（現業職員の給与に関する規則等の一部を改正する規則の一部改正）

第２条 現業職員の給与に関する規則等の一部を改正する規則（平成24年鳥取県規則第14号）の一部を次のよう

に改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

附 則 附 則

（施行期日） （施行期日）

１ 略 １ 略

（経過措置） （経過措置）

２ 職務の級及び号給が２級74号給から125号給まで ２ 職務の級及び号給が２級74号給から125号給まで

である職員（以下「特定職員」という。）に対する である職員（以下「特定職員」という。）に対する

第１条の規定による改正後の現業職員の給与に関す 第１条の規定による改正後の現業職員の給与に関す

る規則別表第１の規定の適用については、平成27年 る規則別表第１の規定の適用については、平成27年

３月31日までの間、同表の備考の規定中「1,000分 ３月31日までの間、同表の備考の規定中「1,000分

の960」とあるのは、「1,000分の968」とする。 の978」とあるのは、「1,000分の986」とする。

３ この規則の施行の日（以下「施行日」という。） ３ この規則の施行の日（以下「施行日」という。）

の前日から引き続き給料表の適用を受ける職員のう の前日から引き続き給料表の適用を受ける職員のう

ち、同日において第２条の規定による改正前の現業 ち、同日において第２条の規定による改正前の現業

職員の給与に関する規則及び現業職員の給与の特例 職員の給与に関する規則及び現業職員の給与の特例

に関する規則の一部を改正する規則附則第６項から に関する規則の一部を改正する規則附則第６項から
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第８項までの規定の適用を受けていた職員であって 第８項までの規定の適用を受けていた職員であって

次の各号に掲げるものには、平成25年３月31日まで 次の各号に掲げるものには、平成25年３月31日まで

の間、給料月額のほか、当該給料月額と当該各号に の間、給料月額のほか、当該給料月額と当該各号に

定める額の差額に相当する額を給料として支給す 定める額の差額に相当する額を給料として支給す

る。 る。

(１) 職務の級が１級又は２級である職員であっ (１) 職務の級が１級又は２級である職員であっ

て、アに掲げる額がイに掲げる額に達しないもの て、アに掲げる額がイに掲げる額に達しないこと

アに掲げる額とイに掲げる額の差額に２分の１ となるもの イに掲げる額から、アに掲げる額と

を乗じて得た額（その額が１万円を超えるとき イに掲げる額の差額に２分の１を乗じて得た額

は、１万円）をイに掲げる額から控除した額に （その額が１万円を超えるときは、１万円）を控

1,000分の982を乗じて得た額（その額に50円未満 除した額

の端数が生じたときはこれを切り捨て、50円以上

100円未満の端数が生じたときはこれを100円に切

り上げるものとする。）

ア その者の職務の級及び号給に応じ、現業職員 ア その者の受ける給料月額

の給与に関する規則等の一部を改正する規則

（平成24年鳥取県規則第73号。以下「改正規

則」という。）第１条の規定による改正前の現

業職員の給与に関する規則別表第１（改正規則

第２条の規定による改正前の前項の規定により

読み替えて適用する場合を含む。）に定める給

料月額

イ その者が平成18年３月31日において受けてい イ その者が平成18年３月31日において受けてい

た給料の月額（同日において現業職員の給与に た給料の月額（同日において現業職員の給与に

関する規則の一部を改正する規則（平成17年鳥 関する規則の一部を改正する規則（平成17年鳥

取県規則第89号）附則第７項本文の規定の適用 取県規則第89号）附則第７項本文の規定の適用

を受けていた職員にあっては、同項の規定の適 を受けていた職員にあっては、同項の規定の適

用がなかったものとした場合の給料の月額）に 用がなかったものとした場合の給料の月額）に

1,000分の978（特定職員にあっては、1,000分 1,000分の978（特定職員にあっては、1,000分

の986）を乗じて得た額（その額に50円未満の の986）を乗じて得た額（その額に50円未満の

端数が生じたときはこれを切り捨て、50円以上 端数が生じたときはこれを切り捨て、50円以上

100円未満の端数が生じたときはこれを100円に 100円未満の端数が生じたときはこれを100円に

切り上げるものとする。） 切り上げるものとする。）

(２) 職務の級が３級である職員であって、アに掲 (２) 職務の級が３級である職員であって、アに掲

げる額がイに掲げる額に達しないもの イに掲げ げる額がイに掲げる額に達しないこととなるもの

る額 イに掲げる額

ア その者の受ける給料月額 ア その者の受ける給料月額

イ その者が施行日の前日において受けていた給 イ その者が施行日の前日において受けていた給

料の月額から１万円を控除した額に1,000分の 料の月額から１万円を控除した額

982を乗じて得た額（その額に50円未満の端数

が生じたときはこれを切り捨て、50円以上100

円未満の端数が生じたときはこれを100円に切

り上げるものとする。）

４・５ 略 ４・５ 略

（雑則） （雑則）
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６ 略 ６ 略

附 則

この規則は、平成25年１月１日から施行する。
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鳥取県石綿健康被害防止条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成24年12月28日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第74号

鳥取県石綿健康被害防止条例施行規則の一部を改正する規則

鳥取県石綿健康被害防止条例施行規則（平成17年鳥取県規則第106号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線及び太枠で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（事業者が行う調査等) （事業者が行う調査等)

第４条 条例第４条第２項の規定による調査（以下こ 第４条 条例第４条第２項の規定による調査（以下こ

の条において「調査」という。）は、次に掲げる工 の条において「調査」という。）は、次に掲げる工

場又は事業場（以下「工場等」という。）におい 場、作業場又は事業場（以下「工場等」という。）

て、工場等の施設内にあっては労働安全衛生法（昭 において行うものとし、工場等の施設内にあっては

和47年法律第57号）第65条第２項に規定する厚生労 労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）第65条第２

働大臣の定める作業環境測定基準その他知事が適切 項に規定する厚生労働大臣の定める作業環境測定基

と認める方法により、工場等の敷地の境界線にあっ 準その他知事が適切と認める方法により行い、工場

ては大気汚染防止法施行規則（昭和46年厚生省・通 等の敷地の境界線にあっては大気汚染防止法施行規

商産業省令第１号）第16条の２及び第16条の３第１ 則（昭和46年厚生省・通商産業省令第１号）第16条

号に規定する環境大臣が定める測定法その他知事が の２及び第16条の３第１号に規定する環境大臣が定

適切と認める方法により行うものとする。 める測定法その他知事が適切と認める方法により行

うものとする。

(１) 大気汚染防止法（昭和43年法律第97号）第２ (１) 吹付け石綿、保温材、断熱材及び耐火被覆材

条第12項に規定する特定粉じん排出等作業（以下 に係る石綿粉じん排出等作業（２日を超える期間

「特定粉じん排出等作業」という。）であって２ にわたって行われるものに限る。）を行う工場等

日を超える期間にわたるものを行う工場等

(２) 石綿成形板に係る石綿粉じん排出等作業であ (２) 石綿成形板に係る石綿粉じん排出等作業を行

って撤去する石綿成形板の面積の合計が1,000平 う工場等のうち、当該作業の対象となる建築物等

方メートル以上のものを行う工場等 の延べ面積が1,000平方メートル以上のもの

(３) 略 (３) 略

２ 前項第１号に掲げる工場等において行う調査は、 ２ 調査は、次に掲げる工場等ごとに、それぞれに定

次に掲げるところにより行うものとする。 めるところにより行うものとする。

(１) 工場等の敷地の境界線において、特定粉じん (１) 前項第１号に掲げる工場等 作業前、作業中

排出等作業の開始前及び作業中にそれぞれ１回以 及び作業後にそれぞれ１回以上

上、大気中の石綿の濃度を測定すること。

(２) 特定粉じん排出等作業を行うために隔離され (２) 前項第２号及び第３号に掲げる工場等 ６月

た作業室（次号において「作業室」という。）の を超えない期間ごとに１回以上

前室の入口及び集じん・排気装置の排出口におい

て、特定粉じん排出等作業の作業中に１回以上、

大気中の石綿の濃度を測定すること。

(３) 作業室内において、特定粉じん排出等作業の

終了後、隔離を解除する前に大気中の石綿の濃度
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を測定すること。

３ 第１項第２号に掲げる工場等において行う調査

は、工場等の敷地の境界線において、石綿粉じん排

出等作業の作業中に１回以上、大気中の石綿の濃度

を測定することにより行うものとする。

４ 第１項第３号に掲げる工場等において行う調査

は、工場等の敷地の境界線において、６月を超えな

い期間ごとに、大気中の石綿の濃度を測定すること

により行うものとする。

５ 事業者は、調査を行ったときは、大気中の石綿の ３ 条例第４条第１項の事業者（以下「事業者」とい

濃度、調査をした者の氏名、調査の年月日、時間、 う。）は、調査の結果として、調査者、調査の年月

箇所及び方法並びに調査時の天候を記録簿、写真そ 日及び時間、調査時の天候並びに調査の箇所及び方

の他の資料（以下「記録簿等」という。）に記録 法を明らかにして記録簿、写真その他の資料（以下

し、当該記録簿等を50年間保存するものとする。 「記録簿等」という。）に記録し、当該記録簿等を

50年間保存するものとする。

６ 略 ４ 略

７ 事業者は、第１項第１号又は第２号に掲げる工場 ５ 条例第４条第２項の規定による調査結果の公表

等にあっては特定粉じん排出等作業又は石綿粉じん は、第３項の記録簿等に記載した事項を工場等の見

排出等作業が終了するまでの間、同項第３号に掲げ やすい箇所に掲示することにより行うものとする。

る工場等にあっては調査結果が判明した日から６月 ただし、調査結果が判明するまでに石綿粉じん排出

間、第５項の記録簿等に記載した事項を工場等の見 等作業が終了した場合は、この限りでない。

やすい場所に掲示するものとする。

（多数の者が使用する建築物） （多数の者が使用する建築物）

第５条 条例第５条第２項の規則で定める建築物は、 第５条 条例第６条第１項の規則で定める建築物は、

次に掲げる用途に供される部分の延べ面積が500平 次に掲げる用途に供される部分の延べ面積が500平

方メートル以上の建築物（以下「特定建築物」とい 方メートル以上の建築物とする。

う。）とする。

(１)～(15) 略 (１)～(15) 略

（建築物の所有者等が行う調査等） （建築物の所有者等が行う調査等）

第６条 条例第５条第２項の規定による調査（以下こ 第６条 条例第６条第１項の規定による調査（以下こ

の条において「調査」という。）は、特定建築物 の条において「調査」という。）は、条例第６条第

のうち多数の者が使用し、又は利用する部分（以 １項の共用部分（以下「共用部分」という。）につ

下「共用部分」という。）において、大気汚染防 いて大気汚染防止法施行規則第16条の２及び第16条

止法施行規則第16条の２及び第16条の３第１号に の３第１号に規定する環境大臣が定める測定法その

規定する環境大臣が定める測定法その他知事が適 他知事が適切と認める方法により行うものとする。

切と認める方法により行うものとする。ただし、 ただし、封じ込め又は囲い込みの措置を行い、明ら

封じ込め又は囲い込みの措置のために使用されて かに飛散のおそれのない場合は、建築士法（昭和25

いる吹付け石綿が飛散するおそれのないことが明 年法律第202号）第２条第１項に定める建築士その

らかな場合は、次条第１項第１号に掲げる者の目 他別に定める者の目視をもって代えることができ

視の方法によることができる。 る。

２ 調査は、６月を超えない期間ごとに行うものとす ２ 調査は、６月を超えない期間ごとに１回行うもの

る。 とする。

３ 特定建築物の所有者等（以下「所有者等」とい ３ 条例第５条第１項の所有者等（以下「所有者等」
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う。）は、調査を行ったときは、大気中の石綿の濃 という。）は、調査の結果として、調査者並びに調

度（目視の方法によった場合は、異状の有無）、調 査の年月日、時間、箇所及び方法を明らかにして記

査をした者の氏名並びに調査の年月日、時間、箇所 録簿等に記録し、当該記録簿等を50年間保存するも

及び方法を記録簿等に記録し、当該記録簿等を50年 のとする。

間保存するものとする。

４ 略 ４ 略

５ 所有者等は、第１項ただし書に規定する場合を除 ５ 条例第６条第１項の規定による調査結果の公表

き、第３項の記録簿等に記録した事項を共用部分の は、第３項の記録簿等に記載した事項を共用部分の

見やすい場所に掲示するものとする。 見やすい箇所に掲示することにより行うものとす

る。ただし、第１項ただし書に規定する場合は、こ

の限りでない。

（事前調査）

第６条の２ 条例第６条の２第１項の規定による調査

（以下この条において「調査」という。）は、次に

定めるところにより行うものとする。ただし、第１

号の方法により吹付け石綿が使用されていないこと

が確認されたときは、第２号に規定する分析を行わ

ないで、他の石綿含有材料等が使用されているもの

として、条例及び大気汚染防止法の規定を適用する

ことができる。

(１) 次に掲げる者が目視又は設計図書等の確認を

することにより、使用されている材料等の種類及

び使用箇所を全て把握するよう努めること。

ア 建築士法（昭和25年法律第202号）第２条第

１項に規定する建築士

イ 建設業法（昭和24年法律第100号）第27条第

１項の規定による技術検定のうち建築施工管理

の種目に合格した者

ウ 石綿障害予防規則（平成17年厚生労働省令第

21号）第48条の２第１項に規定する石綿作業主

任者技能講習を修了した者

エ 一般社団法人ＪＡＴＩ協会が認定したアスベ

スト診断士のうち日本アスベスト調査診断協会

に登録されているもの

(２) 前号の方法では石綿含有材料等の使用の有無

が確認できないときは、使用されている材料等の

分析を行うこと。

２ 解体等工事を施工しようとする者は、調査を行っ

たときは、次に掲げる事項を記録簿等に記録し、当

該記録簿等を調査の終了の日から５年間保存するも

のとする。

(１) 建築物等の種類及び名称

(２) 調査をした者の氏名及び資格

(３) 調査の方法及び終了年月日
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(４) 使用されている石綿含有材料等の種類、量及

び調査箇所（使用されていない場合は、その旨）

(５) 前項第２号に規定する分析を行った場合は、

分析を行った者の氏名

(６) その他参考となる事項

３ 解体等工事を施工する者は、解体等工事を施工し

ている間、前項の記録簿等を解体等工事の場所に備

え付けるものとする。

（事前調査結果の報告) （事前調査結果の報告)

第６条の３ 略 第６条の２ 略

２・３ 略 ２・３ 略

４ 条例第６条の３第３項の規則で定める書類は、次 ４ 条例第６条の３第３項の規則で定める書類は、次

のとおりとする。 のとおりとする。

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略

(４) 前条第１項第２号に規定する分析を行った場 (４) 条例第６条の２第２項本文の規定による調査

合は、当該分析に係る材料の採取箇所を明示した を行った場合は、当該調査に係る材料の採取箇所

書類及びその分析結果書の写し を明示した書類及びその分析結果書の写し

（石綿粉じん排出等作業の実施の届出) （石綿粉じん排出等作業の実施の届出)

第７条 条例第７条第１項本文の規則で定める石綿粉 第７条 条例第７条第１項本文又は第２項の規定によ

じん排出等作業は、次のとおりとする。 る届出は、石綿粉じん排出等作業実施届出書（様式

第２号）によるものとする。

(１) 石綿成形板に係る石綿粉じん排出等作業であ

って、当該作業に係る部分の床面積の合計が10平

方メートルを超え、かつ、当該作業により撤去す

る石綿成形板の面積の合計が10平方メートルを超

えるもの

(２) 石綿セメント管に係る石綿粉じん排出等作業

であって、当該作業により撤去する石綿セメント

管の延長が10メートルを超えるもの

２ 条例第７条第１項本文又は第２項の規定による届

出は、石綿粉じん排出等作業実施届出書（様式第２

号）によるものとする。

３ 略 ２ 略

４ 条例第７条第３項の規則で定める書類は、次のと ３ 条例第７条第３項の規則で定める書類は、次のと

おりとする。 おりとする。

(１) 略 (１) 略

(２) 石綿粉じん排出等作業の工程を明示した届出 (２) 石綿粉じん排出等作業の工程を明示した特定

対象工事の工程表 工事の工程表

(３) 略 (３) 略

(４) 作業対象建築物等のうち、石綿粉じん排出等 (４) 作業対象建築物等のうち、石綿粉じん排出等

作業に係る部分の見取図（主要な部分の寸法及び 作業の対象となる部分の見取図（主要な部分の寸

石綿含有材料等の使用箇所を記入したもの） 法及び石綿含有材料等の使用箇所を記入したも

の）

平成24年12月28日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第121号



- 10 -

（石綿粉じん排出等作業等に係る掲示） （石綿粉じん排出等作業に係る掲示）

第７条の２ 条例第７条の３第１項（同条第３項にお 第７条の２ 条例第７条の３第１項の規則で定める事

いて準用する場合を含む。）の規則で定める事項 項は、次のとおりとする。

は、次のとおりとする。

(１) 石綿粉じん排出等作業又は特定粉じん排出等 (１) 石綿粉じん排出等作業の種類

作業の種類

(２)・(３) 略 (２)・(３) 略

(４) 石綿粉じん排出等作業又は特定粉じん排出等 (４) 石綿粉じん排出等作業を行う期間

作業を行う期間

(５) 石綿粉じん排出等作業又は特定粉じん排出等 (５) 石綿粉じん排出等作業に伴う石綿の粉じんの

作業に伴う石綿の粉じんの大気中への排出又は飛 大気中への排出又は飛散（以下「石綿の飛散等」

散を防止するために講ずる措置の概要 という。）を防止するために講ずる措置の概要

(６) 条例第７条第１項若しくは第２項又は大気汚 (６) 条例又は大気汚染防止法（昭和43年法律第97

染防止法第18条の15第１項若しくは第２項の規定 号）第18条の15第１項又は第２項の規定による届

による届出をした場合は、届出先、その連絡先及 出の届出先、その連絡先及び届出年月日

び届出年月日

別表（第３条の２関係） 別表（第３条の２関係）

(１) 石綿成形 次に掲げる事項を遵守して (１) 石綿成形 次に掲げる事項を遵守して

板が使用され 作業を行うこと、又は石綿粉 板が使用され 作業を行うこと、又は石綿の

ている建築物 じん排出等作業に伴う石綿の ている建築物 飛散等を防止する上でこれと

等を解体する 粉じんの大気中への排出又は 等を解体する 同等以上の効果を有する措置

作業 飛散（以下「石綿の飛散等」 作業 を講ずること。

という。）を防止する上でこ

れと同等以上の効果を有する

措置を講ずること。

ア～エ 略 ア～エ 略

略 略

様式第１号（第６条の３関係） 様式第１号（第６条の２関係）

年 月 日 年 月 日

事前調査結果報告書 事前調査結果報告書

職 氏名 様 職 氏名 様

郵便番号 郵便番号

住 所 住 所

（法人にあっては、主た （法人にあっては、主た

る事務所の所在地） る事務所の所在地）

届出者 氏 名 ㊞ 届出者 氏 名 ㊞

（法人にあっては、名称 （法人にあっては、名称

及び代表者の氏名） 及び代表者の氏名）

電話番号 電話番号

吹付け石綿の使用の有無を調査したので、鳥取県 吹付け石綿の使用の有無を調査したので、鳥取県

石綿健康被害防止条例第６条の３第１項本文（第２ 石綿健康被害防止条例第６条の３第１項本文（第２
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項）の規定により、次のとおり報告します。 項）の規定により、次のとおり報告します。

略 略

注 略 注 略

添付書類 添付書類

１・２ 略 １・２ 略

３ 材料等の分析を行った場合は、当該分析に係る ３ 条例第６条の２第２項の規定による調査を行っ

材料の採取箇所を明示した書類及びその分析結果 た場合は、当該調査に係る材料の採取箇所を明示

書の写し した書類及びその分析結果書の写し

別紙 略 別紙 略

様式第２号（第７条関係) 様式第２号（第７条関係)

年 月 日 年 月 日

石綿粉じん排出等作業実施届出書 石綿粉じん排出等作業実施届出書

職 氏名 様 職 氏名 様

郵便番号 郵便番号

住 所 住 所

（法人にあっては、主た （法人にあっては、主た

る事務所の所在地） る事務所の所在地）

届出者 氏 名 ㊞ 届出者 氏 名 ㊞

（法人にあっては、名称 （法人にあっては、名称

及び代表者の氏名） 及び代表者の氏名）

電話番号 電話番号

石綿粉じん排出等作業を実施するので、鳥取県石 石綿粉じん排出等作業を実施するので、鳥取県石

綿健康被害防止条例第７条第１項本文（第２項）の 綿健康被害防止条例第７条第１項本文（第２項）の

規定により、次のとおり届け出ます。 規定により、次のとおり届け出ます。

届出対象工事の場所 特定工事の場所

略 略

注 略 注 略

添付書類 添付書類

１ 略 １ 略

２ 石綿粉じん排出等作業の工程を明示した届出対 ２ 石綿粉じん排出等作業の工程を明示した特定工

象工事の工程表 事の工程表

３ 略 ３ 略

４ 作業対象建築物等のうち、石綿粉じん排出等作 ４ 作業対象建築物等のうち、石綿粉じん排出等作

業に係る部分の見取図（主要な部分の寸法及び石 業の対象となる部分の見取図（主要な部分の寸法

綿含有材料等の使用箇所を記入したもの） 及び石綿含有材料等の使用箇所を記入したもの）

別紙 略 別紙 略

様式第３号（第８条関係) 様式第３号（第８条関係)

年 月 日 年 月 日

石綿含有材料等処理予定量届出書 石綿含有材料等処理予定量届出書

職 氏名 様 職 氏名 様

郵便番号 郵便番号

住 所 住 所
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（法人にあっては、主た （法人にあっては、主た

る事務所の所在地） る事務所の所在地）

届出者 氏 名 ㊞ 届出者 氏 名 ㊞

（法人にあっては、名称 （法人にあっては、名称

及び代表者の氏名） 及び代表者の氏名）

電話番号 電話番号

石綿含有材料等を処理するので、鳥取県石綿健康 石綿含有材料等を処理するので、鳥取県石綿健康

被害防止条例第10条第１項の規定により、次のとお 被害防止条例第10条第１項の規定により、次のとお

り届け出ます。 り届け出ます。

届出工事の場所

発生する石綿含有材料等の種 石綿粉じん排出等作業により

類及び量 発生する石綿含有材料等の種

類及び量

略 略

注 １ 氏名を自署する場合には、押印を省略する 注 氏名を自署する場合には、押印を省略すること

ことができる。 ができる。

２ 届出工事の場所の欄には、石綿粉じん排出

等作業実施届出書に記載した届出対象工事の

場所又は特定粉じん排出等作業実施届出書に

記載した特定工事の場所を記載すること。

様式第４号（第８条関係） 様式第４号（第８条関係）

年 月 日 年 月 日

石綿含有材料等処理状況報告書 石綿含有材料等処理状況報告書

職 氏名 様 職 氏名 様

郵便番号 郵便番号

住 所 住 所

（法人にあっては、主た （法人にあっては、主た

る事務所の所在地） る事務所の所在地）

届出者 氏 名 ㊞ 届出者 氏 名 ㊞

（法人にあっては、名称 （法人にあっては、名称

及び代表者の氏名） 及び代表者の氏名）

電話番号 電話番号

石綿含有材料等の処理が終了したので、鳥取県石 石綿含有材料等の処理が終了したので、鳥取県石

綿健康被害防止条例第10条第２項の規定により、次 綿健康被害防止条例第10条第２項の規定により、次

のとおりその状況を報告します。 のとおりその状況を報告します。

届出工事の場所

作業の実施の期間 着手 年 月 日

終了 年 月 日

発生した石綿含有材料等の種 石綿粉じん排出等作業により

類及び量 発生した石綿含有材料等の種

類及び量

略 略
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注 １ 略 注 １ 略

２ 届出工事の場所の欄には、石綿粉じん排出

等作業実施届出書に記載した届出対象工事の

場所又は特定粉じん排出等作業実施届出書に

記載した特定工事の場所を記載すること。

３ 作業の実施の期間の欄には、石綿粉じん排

出等作業又は特定粉じん排出等作業を行った

期間を記載すること。

４ 略 ２ 略

様式第５号（第11条関係） 様式第５号（第11条関係）

（表） （表）

略 略

（裏） （裏）

鳥取県石綿健康被害防止条例（抜すい） 鳥取県石綿健康被害防止条例（抜すい）

（立入検査等） （立入検査等）

第11条 知事は、法第26条第１項の規定に定める 第11条 知事は、法第26条第１項及び第２項の規

ところによるほか、次に掲げる場合には、建築 定に定めるところによるほか、次に掲げる場合

物等の所有者等若しくは解体等工事を施工する には、所有者等若しくは解体等工事を施工する

者に対し、必要な報告若しくは資料の提出を求 者に対し、必要な報告若しくは資料の提出を求

め、又はその職員に、建築物等若しくは解体等 め、又はその職員に、所有者等が所有し、管理

工事の場所に立ち入り、その建築物等、書類そ し、若しくは占有している建築物等若しくは解

の他の物件を検査させることができる。 体等工事が行われている土地若しくは建築物等

に立ち入り、その建築物等の管理若しくは工事

の状況又は帳簿、書類その他の物件を検査させ

ることができる。

(１) 次に掲げる報告等を受けた場合におい (１) 次に掲げる報告等を受けた場合におい

て、石綿の飛散等に伴う健康被害を防止する て、石綿の飛散等に伴う健康被害を防止する

ため必要があると認めるとき。 ため必要があると認めるとき。

ア・イ 略 ア・イ 略

ウ 第９条の２の規定による通報

ウ 略 エ 略

エ 前条の規定による通報

(２) 第６条第２項、第６条の４第１項、第７ (２) 第６条第２項、第７条第４項若しくは第

条第４項若しくは第８条第１項の規定による ８条第１項の規定による勧告、又は同条第２

勧告又は第６条の４第２項若しくは第８条第 項の規定による命令を行うため必要があると

２項の規定による命令を行うため必要がある 認めるとき。

と認めるとき。

(３) 略 (３) 略

２・３ 略 ２・３ 略

第17条 次の各号のいずれかに該当する者は、10 第17条 次の各号のいずれかに該当する者は、10

万円以下の罰金に処する。 万円以下の罰金に処する。

(１)～(３) 略 (１)及び(２) 略

(４) 略 (３) 略
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附 則

この規則は、平成25年１月１日から施行する。
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養ほう振興法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成24年12月28日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第75号

養ほう振興法施行細則の一部を改正する規則

第１条 養ほう振興法施行細則（昭和31年鳥取県規則第22号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

鳥取県養蜂振興法施行細則 養ほう振興法施行細則

（趣旨）

第１条 この規則は、養蜂振興法（昭和30年法律第

180号。以下「法」という。）及び養蜂振興法施行

規則（昭和30年農林水産省令第45号。以下「省令」

という。）の施行に関し必要な事項を定めるものと

する。

（蜜蜂の飼育届） （届出書の様式）

第２条 法第３条第１項又は第３項の規定による届出 第１条 養ほう振興法（昭和30年法律第180号）第３

は、蜜蜂の飼育の場所を管轄する家畜保健衛生所長 条第１項の規定による届出は、別記様式第１号によ

に様式第１号による届出書を提出して行わなければ らなければならない。

ならない。

（転飼養蜂の許可申請書） （転飼許可申請書）

第３条 省令第２条に規定する申請書は、様式第２号 第２条 養ほう振興法施行規則（昭和30年農林水産省

によるものとする。 令第45号。以下「省令」という。）第２条に規定す

る申請書は、別記様式第２号によるものとし、別記

様式第３号によるほう場貸与同意書及びその附近の

見取図を添え、毎年１月31日までに家畜保健衛生所

長を経て知事に提出しなければならない。

２ 前項の申請書は、転飼しようとする場所を管轄す

る家畜保健衛生所長を経由して提出しなければなら

ない。

（蜂蜜の表示） （はちみつの表示の様式）

第４条 省令第５条に規定する証紙又はレーベルは、 第３条 省令第５条に規定する証紙又はレーベルは、

様式第３号によるものとする。 別記様式第４号によるものとし、その大きさは、は

ちみつの容器の形状、大きさ等に相応したものにし

なければならない。

（身分を示す証明書の様式）
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第５条 法第９条第２項に規定する身分を示す証明書

は、様式第４号によるものとする。

（雑則）

第６条 この規則に定めるもののほか、法及び省令の

施行に関し必要な事項は、知事が別に定める。

第２条 養ほう振興法施行細則の一部を次のように改正する。

別記様式第１号から別記様式第４号までを次のように改める。

様式第１号（第２条関係）

蜜蜂飼育届・飼育変更届

年 月 日

鳥取県知事 様

住 所

電話番号

氏名又は名称及び代表者の氏名 印

養蜂振興法第３条第１項又は第３項の規定に基づき、下記のとおり蜜蜂飼育届（蜜蜂飼育変更届）

を提出します。

記

１ 年 月 日現在蜜蜂飼育状況

飼育場所 飼育蜂群数

２ 年蜜蜂飼育計画

飼育場所 飼 育 予 定 飼育期間

最大計画蜂群数

１月１日から 月 日まで

月 日から 月 日まで

月 日から 月 日まで

月 日から 12月31日まで

備考 １ 氏名を自署する場合には、押印を省略することができる。

２ 電話番号は、常時連絡が取れるものを記載すること。

３ 飼育計画は、１月１日から12月31日までについて記入すること。

４ 飼育場所は、字及び番地まで記入すること。

５ 本届出に記載された内容については、蜂群の配置調整及び防疫その他の養蜂の振興に必要な限り

において利用する。

様式第２号（第３条関係）

蜜蜂転飼許可申請書
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年 月 日

鳥取県知事 様

住 所

電話番号

氏名又は名称及び代表者の氏名 印

下記のとおり転飼したいので、養蜂振興法第４条第１項の規定に基づき申請します。

記

転飼しよう 左の土地の所有者 最大計画 転飼期間 飼育管理者の住所及び氏名

とする場所 の住所及び氏名 蜂 群 数

月 日から

月 日まで

月 日から

月 日まで

月 日から

月 日まで

備考 １ 氏名を自署する場合には、押印を省略することができる。

２ 電話番号は、常時連絡が取れるものを記載すること。

３ 転飼しようとする場所は、字及び番地まで記入すること。

４ 本申請書に記載された内容については、蜂群の配置調整及び防疫その他の養蜂の振興に必要な限

りにおいて利用する。

５ 転飼しようとする場所の土地の所有者又は使用権者の次の様式による同意書及び付近の見取図を

添付すること。

蜂場貸与同意書

貸与予定の蜂場の所在地名及び番地 地 目 貸与予定期間 摘 要

養蜂振興法により転飼許可を得た場合には上記のとおり私所有（使用中）の土地を貸与することに同意

する。

年 月 日

土地の所有者又は使用権者

住 所

氏 名 印
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様式第３号（第４条関係）

(１) 添加物のない場合

内 容 重 量 グラム

添 加 物 なし

(２) 添加物のある場合

内 容 重 量 グラム

添 加 物 の 種 類

添 加 物 の 割 合 パーセント

備考 蜂蜜の容器の形状、大きさ等に相応した大きさにすること。

様式第４号（第５条関係）

（表）

（裏）

写

真

（縦30㍉、横25㍉）

備考 用紙の大きさは、縦90ミリ、横120ミリとし、中央点線で２つ折りにすること。

附 則

この規則は、平成25年１月１日から施行する。

第

号

年

月

日
交
付

氏
名

職

氏
名

印

生
年
月
日

養
蜂
振
興
法
（
抄
）

（
報
告
及
び
立
入
検
査
）

第
九
条

都
道
府
県
知
事
は
、
こ
の
法
律
の
施
行
に
必
要
な
限

度
に
お
い
て
、
養
蜂
業
者
に
対
し
、
蜜
蜂
の
飼
育
の
状
況
に

関
し
報
告
を
求
め
、
又
は
そ
の
職
員
に
、
そ
の
者
の
事
務
所
、

事
業
所
そ
の
他
必
要
な
場
所
に
立
ち
入
り
、
蜜
蜂
の
飼
育
の

状
況
若
し
く
は
巣
箱
、
書
類
そ
の
他
の
物
件
を
検
査
さ
せ
、

若
し
く
は
関
係
者
に
質
問
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。

２

前
項
の
規
定
に
よ
り
立
入
検
査
を
す
る
職
員
は
、
そ
の
身

分
を
示
す
証
明
書
を
携
帯
し
、
関
係
者
に
提
示
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。

３

第
一
項
の
規
定
に
よ
る
立
入
検
査
の
権
限
は
、
犯
罪
捜
査

の
た
め
に
認
め
ら
れ
た
も
の
と
解
釈
し
て
は
な
ら
な
い
。

（
罰
則
）

第
十
三
条

第
九
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
報
告
を
せ
ず
、
若

し
く
は
虚
偽
の
報
告
を
し
、
又
は
同
項
の
規
定
に
よ
る
検
査

を
拒
み
、
妨
げ
、
若
し
く
は
忌
避
し
、
若
し
く
は
同
項
の
規

定
に
よ
る
質
問
に
対
し
て
答
弁
を
せ
ず
、
若
し
く
は
虚
偽
の

答
弁
を
し
た
者
は
、
十
万
円
以
下
の
罰
金
に
処
す
る
。

養
蜂
振
興
法
第
九
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り

立
入
検
査
を
す
る
職
員
の
身
分
証
明
書
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